










































































（4）　労働省告示 38 号（1986 年 4 月 17 日）はコンピュータ・システムの設計・保守やプログラムの設計などについ
ては 1 年，その他，ビルメンテナンス以外の 9 業務は 9 か月と定めた（萬井 2017：27）。











年 1 月現在，2017 年 9 月と比較すると一般労働者派遣事業所数は 17,810 件から 26,491 件に増加，
他方，特定労働者派遣事業所数は毎月減り同じ時期を比べると 69,544 件から 51,069 件となった。
総派遣事業者数は 2008 年度から 8 万件を超えていて，2015 年 9 月では 87,354 件であったが 2018




















は 133 万人であり，うち，旧「専門業務」に就く派遣労働者は 54 万人となっている。旧「専門業
務」に就く人のうち，「ソフトウェア開発」の派遣労働者は 20.9％（113,875 人）と「事務用機器操
作」（26.8％，145,770 人）に携わる人に次いで多く，「添乗」の派遣労働者は 0.5％，2,505 人と 7 番
（6）　一般社団法人日本人材派遣協会「労働者派遣許可・更新事業所」https://www.jassa.or.jp/corporation/permission.
html#permission01（2018 年 4 月 10 日アクセス）。
派遣労働における旧「専門業務」の現状と課題（鵜沢由美子）
25
目に少ない（7）。旧「専門業務」として比較できる派遣労働者の賃金（1 日 8 時間当たりの平均賃金）
の多寡で見ると（8），一般労働者派遣事業の場合，「ソフトウェア開発」は「セールスエンジニアの営
業，金融商品の営業」に次いで 2 番目に高く 15,964 円となっている。他方，添乗は「建築物清掃」
「受付・案内」「駐車場管理等」に次いで 4 番目に低く，10,194 円である。一般労働者派遣事業での
派遣労働者の平均賃金は 11,617 円となっているのでそれよりも低いことがわかる。




ビューの対象者として「添乗」の派遣労働者が 5 人，派遣元会社の人が 1 人，「ソフトウェア開発」
の派遣労働者が 2 人と人数の偏りもあり，「添乗」に関する記述が多いことも併せてお断りしておく。
表 2　調査対象者一覧
業　務 性別 年齢 派遣経験年数 * 学　歴
添乗
A 女性 50 代前半 6 年
高卒後旅行の専門学校（ツアー
コンダクター科）卒
B 男性 40 代後半 6 年 大卒
C 女性 30 代後半 4 年＋ 7 年 専門学校卒（建築・設計）
D 女性 60 代前半 11 年 短大（保育科）卒




F 男性 40 代後半
3 年（1 年？）＋ 1 年＋ 1 年
＋ 6 年（派遣先は 4 か所）
高卒










（7）　厚生労働省「労働者派遣事業の平成 27 年 6 月 1 日現在の状況」http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-
11654000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu-Jukyuchouseijigyouka/0000117566.pdf（2018 年 5 月 17
日アクセス）。
（8）　厚生労働省「平成 27 年度労働者派遣事業報告書の集計結果」http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-
11654000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu-Jukyuchouseijigyouka/0000117568_2.pdf（2018 年 5 月
17 日アクセス）。派遣法が改正されるまでの賃金は平成 27 年 4 月 1 日～ 9 月 29 日のものである。平成 27 年 9 月
30 日以降は日本標準職業分類（中分類）による賃金の提示となっている。
（9）　 一 般 社 団 法 人 日 本 人 材 派 遣 協 会「2017 年 度 派 遣 社 員 WEB ア ン ケ ー ト 調 査 」https://www.jassa.or.jp/


























（2016 年 12 月 1 日現在）。インタビューさせていただいた H さんの添乗派遣元会社も正会員となっ




を行っているのは 2 名，国内，海外の添乗を行っているのは 1 名，海外添乗を行っているのは 2 名
である（表 2 参照）。海外添乗を行っている人のうち 1 名は，通訳ガイドの派遣業務にも従事して
いる。また，海外添乗の 2 名は東京の同じ会社に，残る 3 名は信越地方の H さんの添乗派遣元会
（10）　たとえば国内外の添乗員派遣を主とする㈱エコールインターナショナルの創業は 1978 年である。https://
www.ecole-international.jp/company.html（2018 年 3 月 8 日アクセス）。
（11）　一般社団法人日本添乗サービス協会「添乗員の仕事とは」http://www.tcsa.or.jp/become/aboutconductor/








員として勤務した経験のあるのは 2 人，非正規で働いたことがあるのは 2 人である。
・旅行会社での経験がある場合


















　 　非正規ながら，ずっと旅行関係の仕事に就いてきたのが C さん（女性，30 代後半）である。
建築・設計関係の専門学校に入ったが，入ってみると興味が持てず，合っていないことがわかっ
た。旅行が好きで，学生時代に飲食業のバイトをし接客に適性を感じたことから，「独立系」の













　 　E さん（女性，50 代前半）は，外国語に強い大学を卒業後非営利国際機関に一般職で就職，
のち転換試験を受け総合職として勤務。在職中アメリカの大学院で経済学修士号を取得。その後
夫の海外転勤に伴いアメリカに 6 年，イギリスに 4 年居住する。在外時には育児をしながら家族
であちこちを旅行，旅行の楽しさを感じる一方アメリカの法科大学院修了，英検 1 級取得，





に就く人もいる。また，E さんは旅行関係の仕事そのものが初めてながら 48 歳で海外添乗の仕事
に就いている。D さんの添乗は 50 歳を過ぎてからである。後述するように，添乗員のなり手が不
足しており，添乗派遣の会社は常時説明会を開いて新しいなり手を探している状態である。信越地
















た状況により，担当する業務量は変わる。海外添乗を専門とする C さんは最初の 2 年半は仕事が
あまり回ってこず，飲食店のアルバイトと掛け持ちしたという。また，A さん，B さん，D さんの
所属する信越地方の派遣元会社が引き受ける添乗の仕事は，国内添乗が約 85％，海外添乗が約
15％である。修学旅行や社員旅行，団体旅行などが 4 ～ 7 月，9 ～ 12 月頃には多いが，8 月や冬場
はむしろ県内に客を呼び込む時期で，バスツアーの現地受けの仕事やイベントスタッフの仕事が入
る。また，H さんの派遣元会社に登録する添乗員は，添乗の仕事が少ない時期には家業や副業を持








　賃金の決まり方は興味深く，まず添乗日数で決まる。H さんの会社では日給 8,500 円から始まり，





B さん，D さんは日給だと 1 万円である。
　海外添乗も添乗日数が一つの基準であり，E さんは 1,000 日以上を超え，高いランクの日給がも










額が少なくなる場合もあるようだ。D さんによれば，たとえば 2 泊 3 日の添乗で，日給なら 3 万円
もらえるところが，時給の場合は 9 時から勤務開始で 16 時に戻ったとするとその日の分は 1 万円
（12）　一般社団法人日本添乗サービス協会 2006 年報告書「派遣添乗員のキモチ―ご存知ですか？添乗員の労働実
態」http://www.tcsa.or.jp/about/pdf/tckimochi.pdf（2018 年 3 月 8 日アクセス）。
30 大原社会問題研究所雑誌　№718／2018.8
にならず，結果として手取りが少なくなる。
　H さんの会社では朝 6 時前の勤務と夜 10 時以降の勤務には日給の場合でも残業代が出るが，
2005 年の日本添乗サービス協会の労働実態調査では，深夜早朝勤務に付加手当が出ないという経
験をしている人が 65.7％に上るという（13）。また，同調査によれば，国内海外，旅行会社が企画する








である（15）。H さんの会社では 50 人中 15 人が会社を通じて加入している。離婚をした A さんは
















（14）　統一基準として，一日の労働時間を 12 時間のみなし労働とし，基本労働時間を 8 時間，時間外労働時間を 3




ネットワーク 2011「派遣添乗員の処遇改善に関する統一対応の改定について」2018 年 4 月 2 日アクセス）。
（15）　TCSA では，年齢 65 歳未満で TCSA 準会員または TCSA 正会員会社に所属する社員や添乗員が年会費 2000
円で入会できる共済会を作っている。入院見舞金や業務中の盗難見舞金などがある（TCSA「現役添乗員の方へ
『TCSA 共済会』」2018 年 3 月 8 日アクセス）。




















































が高齢であることも多く，同年代の添乗員の同行が望まれるという。D さんは 60 代前半だが，お
寺の檀家ツアーの指名が毎年あり，自分自身も楽しみにしている。E さんは 48 歳，D さんは 50 歳
を超えて添乗の仕事に初めて就いている。H さんの会社で登録している人の最高齢は 70 歳であり，













法で位置づけられ，派遣法が施行された 1986 年から 2000 年にかけ，海外旅行ブームが起こり，





要としない旅行が増加，旅行業界が大きく変わりだした。景気の動向もあり「月 22 ～ 23 日ほど
あった添乗が 13 ～ 18 日に減り，経験を積んだ男性の添乗員や自活している添乗員が辞めて」いっ






取」とでもいえる状況が見いだせると言えるだろう。1996 年に TCSA が実施した会員現況調査に
よると，派遣添乗員のうち女性が 76.0％，男性が 24.0% となっている（日本添乗サービス協会 1998）。
主要な業務に変化が生じて社会的威信が落ち，魅力が減じたり，供給過剰となって収入増加が見込










　日本ではアメリカより 11 年遅れて 1966 年に最初の独立ソフトウェア会社が誕生した。日本のコ
ンピューターメーカーは外貨規制，輸入制限等で通産省（現経産省）の手厚い保護を受けていた
が，海外から批判が高まり 1971 年以降順次撤廃された。当時圧倒的なシェアを誇っていた IBM に




　この時コンピューター業界 6 社を 3 つにグループ化し，この巨額資金が集中投入された。情報
サービス・ソフトウェア業界において，多重下請構造が出現した背景にはこの政策がある（杉山
（17）　C さんと E さんの海外添乗専門派遣元会社は，2017 年 10 月添乗のみならず広く観光業に関わり全国に支店の









（杉山 2008）。ソフトウェア業界はじめ IT 業界では，準委任契約に基づいて客先に常駐して開発を
行う働き方が常態化していった。
　「日本最大のエンジニア集団」と HP でうたうソフトウェア開発等のエンジニアの派遣会社，メ



















　① F さん（男性，40 代後半）
（18）　ベンダーとは IT 業界のメーカーや販売会社をさし，必ずしも自社で製品を開発・製作しているとは限らない。

















ルバイトを続けることになった。上司が測量会社の下請けの会社を興し，誘われそちらで 2 ～ 3
年アルバイトするも，倒産。その後 3 ～ 4 社に派遣登録をして派遣労働に入る。この時 30 歳を
超えていた。
　② G さん（男性，40 代前半）
　 　短大在学中（発話としては「大学」）から自動車関係の仕事に就きたいと思い，自宅近くの自










　　 ⒜  生命保険会社のシステム部門が派遣先。データベースを検証するツールを作っていた。繁忙
期には残業が月に 50 時間くらい。派遣元会社と派遣先の間に「協力会社」が入っていて 1 年










　　 ⒞  次に情報セキュリティの会社で情報セキュリティを格付けするシステムに関する仕事（時給
1,700 円）に就き，技術屋としてアプリケーションを作っていたが，限界を感じ 1 年で離職。
　　 ⒟  次に，別の情報セキュリティの格付け会社で直雇用，契約社員となる。企業に出向いてヒ
アリングし，格付けの資料を収集する仕事をしたが，会社の経営不振などで 1 年で離職。
　　 ⒠  インタビュー時，インターネット開通の工事などを請け負う会社の派遣社員として勤めて




　　 ⒜  公共サービスのエンジニアとして 6 年間働く。派遣元会社が「業務請負をしていた案件に
加わった」そうだが「結構問題があって」と語っていた。詳細は不明だが，偽装請負であった
のかもしれない。月収は 30 万円ほど。
　　 ⒝  大きな案件に携わりたいと退職，大学のシステムを改善する仕事に 1 年ほど就く。ここで
も複数の派遣会社が入っての業務委託だったようである。大学内の不祥事で予算が減るなどで
業務委託も撤収。
　　 ⒞  ウェブサービスを新規で立ち上げる仕事に就く。「初めての一次請けで，かつ大手の仕事」
でやりがいを覚える。立ち上げの頃は残業もあり，月収 30 万円ほどに残業代があった。4 年
ほどやったが，案件が他社に移る。
　　 ⒟  総務省で世帯管理や補助金などに関するウェブサービスの仕事に 1 年弱就く。選択肢は 2
～ 3 社あったが，手堅いところを選んだ。
　　 ⒠  以降，ウェブサービス関連の仕事で 6 社ほど勤務。「スーツを着てこい」と言われ，聞いて
いた仕事と違う時には 1 か月でやめた。収入は上がり，現在の会社（スマホ関係）では月収
45 万円から 50 万円ほど。残業は 1 日 2 時間ほど。












































族を抱え，50 歳に手が届こうとしている F さんは，旧「専門業務」としての枠組みがなくなり，
期間制限が設けられる不安を口にしていた。
　ソフトウェア開発の企業を 6 つに分類した梅澤の調査によれば，要員派遣型の派遣専門の会社に
（21）　人月とは，プロジェクトの工数 ( 規模 ) をはかる単位の一つで「人数 × 月」を意味し，プロジェクトに投入す
る 人 員 と， 月 で 表 し た 1 人 あ た り の プ ロ ジ ェ ク ト 従 事 期 間 の 積 を 表 す。IT 用 語 辞 典 http://e-words.jp/




員で，他社に派遣されるが身分と生活は安定している人たちがそのようだとすれば，2018 年 9 月



























（22）　小林亮介「機構レポート『偽装請負問題』が，再び IT 業界にやってくる」ニアショア機構 http://www.
nearshore.or.jp/report-itgisou/（2018 年 3 月 31 日アクセス）。
（23）　小林亮介「機構レポート 『専門 26 業務の廃止・撤廃』が追い打ちをかける IT 業界の『技術者高齢化問題』」




































年 4 月 29 日アクセス）。
（25）　一般社団法人日本エンジニアリングアウトソーシング協会（NEOA）「活動報告」http://www.neoa.or.jp/
activity/index.html（2018 年 5 月 5 日アクセス）。
（26）　一般社団法人日本エンジニアリングアウトソーシング協会（NEOA）「入会のご案内」http://www.neoa.or.jp/
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